
財務・非財務ハイライト

19,742億円

20,101億円

12,803億円

13,779億円

売上高

建設事業受注高

■ 連結

■ 連結

■ 単体

■ 単体

16,936 17,427
18,218 18,306

19,742億円

（年度）2014 2015 2016 2017 2018

3,261
3,758

4,025

4,614 4,572億円

19.3
21.6 22.1

25.2
23.2%

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

11,410 11,661 12,038 11,651
12,803億円

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

欧州 8%

アジア 26%

海外売上高
4,572億円

その他 0%

大洋州 20% 北米 46%

海外売上高/海外売上高比率の推移 海外地域別売上高比率

土木 建築

3,038億円 10,740億円

数字で見る鹿島グループ
鹿島の2018年度を数字で振り返ります。
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経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

ROE推移

国内・海外グループ会社経常利益

土木・建築工事総利益率（単体）

自己資本

■ 土木　■ 建築

■ 単体　■ 連結 ■ 国内　■ 海外

213

16

816

1,285
1,462

1,325

1,133

1,634
1,797

1,629億円

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

151

723

1,048

1,267

1,098億円

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

3.8

16.0

20.6 20.9

15.5%

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

189195
218 221

194 190

155
174

107

173億円

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

1.1

-0.1

10.8
13.4 14.0

12.5%

14.6

18.2

21.2
19.0%

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

4,349
4,712

5,485

6,660

7,532億円

2014 2015 2016 2017 2018（年度）
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財務・非財務ハイライト

25.1万t-CO2 9.0%

40.7万t-CO2

115.4万mwh 86.9万㎥

4.3%

施工によるCO2排出量

間接的なCO2削減貢献量

エネルギー使用量（建設現場、オフィス）

施工によるCO2排出量原単位削減率

建設廃棄物の最終処分率・発生量（汚泥含む）

水使用量（建設現場、オフィス）

26.2 26.2 25.8 27.4
25.1万t-CO2

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

89.1

80.5

8.6

76.6

9.9

129.3

10.4

39.0

10.0
31.3
9.4

86.5

139.7

49.0
40.7万t-CO2

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

117.5 118.6 120.1 113.6 115.4万MWh

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

14.0
16.5 16.6 16.9

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

9.0%※

7.1
6.5

230.0

2.4

197.5
248.6

5.8

198.8

4.3%

199.4万t

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

179.2
155.3

172.4

101.3
86.9万㎥

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

建設現場からのCO2排出量原単位
（施工高億円あたりのCO2排出量）の
各基準年度比削減率

※ 2017年度までは1990年、2018年からは2013年を基準年としています

エネルギー使用量は、
電気、化石燃料、熱・
蒸気・冷却使用量を、
一次エネルギー換算
して合計した数値

※  当該年度に竣工した自社設計建築物の省エネルギー設計に伴う削減貢献量（年間）に
建築物のライフサイクル（30年）を乗じたもの

■ グリーン調達（高炉セメント・コンクリート）に伴うCO2削減貢献量
■ 建物の省エネルギー設計に伴うCO2削減貢献量※
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2014 2015 2016 2017 2018

従業員

従業員数 7,546 7,527 7,611 7,686 7,783

再雇用者 908 921 1,102 919 930

障がい者雇用率（%） 2.2 2.2 2.1 2.2 2.2

３年以内の離職率（%） 3.7 3.7 3.0 3.5 2.0

出産・育児・介護

育児休業取得者 28 34 39 35 53

配偶者出産休暇取得者 100 115 112 117 111

看護休暇取得者 96 86 93 90 78

男性育児フレックス短時間勤務制度利用者 23 33 41 64 89

介護休業取得者 25 22 22 37 22

その他
ボランティア休暇制度取得者 10 12 17 21 15

有給休暇取得率（%） 42.5 39.6 49.5 49.6 46.4

18,297人

従業員 新卒採用における女性数 女性管理職の推移

5,698人

海外連結
子会社

（20,058人　非連結子会社含む）

4,816人国内連結
子会社

7,783人
単体

0.11

建設現場における安全成績

度数率（休業４日以上） 強度率

0.68

2014 2015 2016 2017 2018（年度）

0.93
0.80

0.66
0.78

0.16

0.28

0.18

0.36

0.11

2014 2015 2016 2017 2018（年度）
度数率：100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数をもって、災害発生の頻度を表したもの
強度率：1,000延実労働時間当たりの労働損失日数をもって、災害の程度を表したもの

0.68

54人

41 43 45

201820172016 2019（年度）

（人）

120
73 84 93

433人

285
320

362

201820172016 （年度）2019

（人）

■ 女性総合職及び専門職
■ 上記のうち女性管理職

※  2019年4月1日時点において鹿島（単体）の新入社
員は247名で比率は21.9％となりました

2019年
3月末

※  2019年より総合職及び専門職の合計数を表示して
います
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人事データ（単体） （各年度 3月 31日時点）



10か年ハイライト

（年度） 2009 2010 2011 2012

業績
　建設事業受注高 11,383 11,884 12,960 13,332

　売上高 16,373 13,256 14,577 14,850

　営業利益 △67 172 294 184

　経常利益 90 175 413 246

　親会社株主に帰属する当期純利益 132 258 38 234

　売上高営業利益率（%） △0.4 1.3 2.0 1.2

　研究開発費 100 97 91 84

　設備投資額 238 229 359 205

財政状態
　総資産 17,968 16,449 16,862 16,860

　自己資本 2,618 2,528 2,567 3,204

　純資産 2,621 2,532 2,567 3,181

　有利子負債 6,200 5,589 5,257 4,801

キャッシュ・フロー
　営業キャッシュ・フロー △769 640 817 584

　投資キャッシュ・フロー △57 29 △387 367

　財務キャッシュ・フロー 719 △505 △377 △586

1株当たり情報
　1株当たり当期純利益（円） 13.03 24.87 3.69 22.55

　1株当たり純資産（円） 251.97 243.35 247.12 308.49

　1株当たり配当金（円） 6.0 6.0 5.0 5.0 

経営指標
　ROE（自己資本当期純利益率）（%） 5.4 10.0 1.5 8.1

　自己資本比率（%） 14.6 15.4 15.2 19.0 

　D/Eレシオ 2.37 2.21 2.05 1.50 

非財務情報
　従業員数（人） 15,189 15,083 15,149 15,468

　うち単体（人） 8,452 8,164 7,925 7,737

　国内連結子会社（人） 3,711 3,760 3,785 3,920

　海外連結子会社（人） 3,026 3,159 3,439 3,811

　施工によるCO2排出量総量（万t-CO2） 25.1 20.5 21.3 22.9 

　施工によるCO2排出量原単位（t-CO2/億円） 22.0 21.5 21.3 22.0 

　建設廃棄物の最終処分率（汚泥含む）（%） 14 13 9 6.9

連結

（注）  2018年10月1日付で当社普通株式2株につき1株の割合で株式併合を実施したため、2017年度及び2018年度に係る数値については、2017年度の期首に当該株式併合が
行われたと仮定し算定しています。  

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」を2018年度の期首から適用しており、2017年度に係る数値については、当該会計基準を遡って適用した後の数値となっています。
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（単位：億円）

2013 2014 2015 2016 2017 2018

15,735 14,748 17,958 17,283 16,859 20,101

15,211 16,936 17,427 18,218 18,306 19,742

230 126 1,110 1,553 1,583 1,426

270 213 1,133 1,634 1,797 1,629

207 151 723 1,048 1,267 1,098

1.5 0.7 6.4 8.5 8.7 7.2

78 77 78 82 103 139

198 254 329 294 161 284

17,894 18,392 18,867 19,928 20,512 20,911

3,682 4,349 4,712 5,485 6,660 7,532

3,641 4,369 4,740 5,525 6,697 7,569

4,447 3,850 3,785 3,729 3,448 2,987

329 592 363 1,875 1,204 303

173 83 △278 △319 △473 △253

△171 △707 △131 △205 △530 △750

19.98 14.58 69.66 101.01 244.29 211.67

354.62 418.86 453.93 528.46 1,283.38 1,451.66

5.0 5.0 12.0 20.0 48.0 50.0

6.0 3.8 16.0 20.6 20.9 15.5

20.6 23.6 25.0 27.5 32.5 36.0

1.21 0.89 0.80 0.68 0.52 0.40

15,391 15,383 15,810 16,422 17,730 18,297

7,657 7,546 7,527 7,611 7,686 7,783

3,945 4,068 4,144 4,442 4,674 4,816

3,789 3,769 4,139 4,369 5,370 5,698

22.8 26.2 26.2 25.8 27.4 25.1

22.0 22.2 21.5 21.5 21.4 20.0

6.9 7.1 6.5 5.8 2.4 4.3
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